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3.2.6 歪速度効果を考慮した鉄筋コンクリート造柱部材の三次元解析モデルの開発 
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(1) 業務の内容 
 
(a) 業務題目 歪速度効果を考慮した鉄筋コンクリート造柱部材の三次元解析モデルの開

発 
 
(b) 担当者 

所属機関 役 職 氏 名 メールアドレス 
鹿島建設（株）技術研究所 

建築構造グループ 
 

 

 

鹿島建設（株） 

ＩＴソリューション部 

ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ 

上席研究員 

上席研究員 

主任研究員 

研究員 
グループ長 

鈴木 紀雄 

丸田 誠 

田上 淳 

永井 和彦 

金子 貴司 
高橋 元美 

suzukin@kajima.com 

maruta@kajima.com 

tagamijun@kajima.com 

nagaikaz@kajima.com 

kaneko-takashi@kajima.com

motomi@kajima.com 

 
(c) 業務の目的 
 水平方向の曲げせん断力を受ける鉄筋コンクリート造柱部材の弾塑性挙動に対する歪速

度効果を実験的に明らかにする。また、既往の水平二方向荷重に対する柱部材の弾塑性解

析モデルを基に歪速度を考慮した解析モデルを構築し、前記構造実験のシミュレーション

解析を通じて有効性を検証する。 
 
(d) 3 ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 
 1) 平成１４年度：既往研究の調査を行った結果、柱を対象とする研究が少ないこと、破

壊形式や変形能力に対する歪速度の影響が不明であること、繰り返し載荷に対応する

解析モデルがないことが分かった。これより、柱を対象とする構造実験の実施と繰り

返し載荷に対する弾塑性解析モデルの開発を目標として定め、実験計画を立案した。 
  2) 平成１５年度：鉄筋コンクリート造柱部材に対する動的載荷実験を実施し、歪速度効

果によって曲げおよびせん断強度は上昇するが、破壊形式や変形能力は変わらないこ

とが分かった。 
  3) 平成１６年度：歪速度を考慮できる解析モデルを構築し、プログラミングする。これ

を用いて平成１５年度の実験結果のシミュレーション解析を行い、解析モデルの検証

を行う。 
 
(e) 平成 1６年度業務目的 
 歪速度効果を考慮した鉄筋コンクリート造柱部材の弾塑性解析モデルを構築し、コンピ

ュータプログラミングを行う。さらに、開発したプログラムを用いて平成 15 年度に行っ
た構造実験のシミュレーション解析を行い、解析法の妥当性を検証する。 
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(2) 平成 1６年度の成果 
 
(a) 業務の要約 
鉄筋コンクリート造柱部材の弾塑性解析モデルとして用いられている「ファイバーモデ

ル」の材料構成則に歪速度の影響を取り入れることにより、任意の動的荷重を受ける柱部

材の荷重－変形関係や応力度、歪を計算できる解析モデルを開発し、コンピュータプログ

ラミングした。 
 この解析プログラムを用いて、平成 15 年度に行った、載荷速度と軸力比を実験変数と
した実験のシミュレーション解析を行ったところ、部材角が 0.02rad.の繰返しまで、実験
結果を再現する解析結果が得られた。 
 
(b) 業務の成果 
1) はじめに 
 鉄筋コンクリート造柱部材では、歪速度の影響により、曲げ降伏強度や最大強度が上昇

することが既往の研究で明らかになっている。しかし、破壊形式や変形能力およびエネル

ギー吸収能力に及ぼす影響等については、既往研究間で評価が分かれる部分があり、共通

認識を得るにいたっていない。また、歪速度効果を考慮した解析はいくつか行われている

ものの、単調載荷を対象としたものばかりであり、地震時に部材が経験するような繰返し

載荷に対応できる解析手法は開発されていない。 
 そこで、平成 15 年度に、鉄筋コンクリート造柱部材を対象とした動的および静的載荷
実験を行い、破壊形式や変形能力およびエネルギー吸収能力に対する歪速度の影響を把握

した。今期は、繰返し載荷に対応できる歪速度効果を考慮した弾塑性解析モデルを開発し、

上記実験のシミュレーション解析によって妥当性を検証した。 
 
2) 解析手法 
a) 概要 
ここで開発するモデルは、いわゆる「ファイバ

ーモデル」である。このモデルでは、断面を複数

の要素に分割し、断面の曲率と軸方向歪から断面

の平面保持を仮定して個々の要素の歪を求める。

材料の一軸応力度－歪関係を用いてその歪に対応

する要素の応力度を求め、これを積分して断面の

軸力および曲げモーメントを計算する。部材の変

形は、長さ方向に曲率を積分する方法で算定する。 
 

b) 断面の要素分割 
断面は図 1 のような長方形とする。コンクリー

トは長方形の小要素に分割し、主筋は実際の位置

に配置する。材料の応力－歪関係に横補強筋によ

る拘束効果を取り入れるために、コンクリートは

X

Y

B

D

要素i

xi

yi

図 1 断面の要素分割 
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横補強筋に囲まれたコア部分と、その外側の被り部分に区分けする。 
c) 材料の応力度－歪関係 
ⅰ) コンクリート 
 コンクリートの応力度－歪関係は図 2 に示すものとする。  

圧縮領域 
 圧縮強度まで 
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コア部分のコンクリートの圧縮強度および圧縮強度時の歪には、横補強筋による拘束効

果を考慮する。拘束コンクリートの圧縮強度とそのときの歪は崎野の提案 1)により計算す

る。 K は拘束コンクリートとプレーンコンクリートの強度比。その他の記号の意味は、図

2 を参照。 
引張り領域については、引張り強度まで弾性で、それ以後、応力度がゼロになるまで直

線で応力度が低下するものとする。 
 
ⅱ）鉄筋 
 鉄筋の応力度－歪関係は、図 3 に示す Fillipou のモデル 2)とする。繰返しに対しては、

次式を用いている。 
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記号の意味は、図 3 を参照。 
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d) 断面の曲率・軸方向歪と軸力・曲げモーメントの関係 
 断面 j の曲率・軸方向歪と軸力・曲げモーメントの関係は、次のように増分形式で表現
できる。 
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 ここで、 jN ：断面 j の軸力、 XjM ：断面 j の X 軸周りの曲げモーメント、 YjM ：断面 j
の Y 軸周りの曲げモーメント、 iE ：要素 i の応力度－歪関係の接線剛性、 iA ：要素 i の面
積、 0ε ：断面中心の軸方向歪、 Xφ ：断面の X 軸周りの曲率、 Yφ ：断面の Y 軸周りの曲率、
Δは増分を表す。 
これを、次式で表す。 

 { } [ ]{ }jjj DM φΔ=Δ   (12) 

 
e) 変形の計算 
 図 4 のように、断面の曲率・軸方向歪を４つの断面で算定する。両端の断面 1 と 4 は、
後述するスタブからの主筋の抜け出し変形を計算するためのものである。内側の断面 2 と
3 は、部材の危険断面位置に設定する。 
これらの断面における曲率を用いて、図 4 のように部材軸方向の曲率を設定する。断面

2 および 3 の内側には、ヒンジ領域を想定した曲率一定の領域を設定する。ヒンジ領域②
④の長さは塑性化の程度によって異なることから、次式で設定する。 

  DDl
y

h ≤=
ε
ε   (13) 

ここで、 ε ：危険断面における主筋の引張り歪、 yε ：主筋の降伏歪、 D：部材せい 
 図 4 の曲率を材軸方向に 2 回積分することにより、曲げ変形と抜け出し変形を計算する

 

ひずみ

応力度

σy 

Es 

(εS，σS) 

(εE，σE) 
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ε 

図 3 鉄筋の応力度－歪関係 
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ε0 
ε 
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ft 

図 2 コンクリートの応力度－歪関係 
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ことができ、部材端 A の変形角 YAXA ττ , 、部材端 B の変形角 YAXB ττ , 、伸び δ と、各断面の

曲率との関係を求めることができる。これを、次式で表現する。 
 ⎣ ⎦ [ ] { } { }⎣ ⎦41 φφδττττ LKYBXBYAXA =   (14) 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
f) 部材の荷重と変形の関係 
 危険断面における荷重と、部材端 A に作用するモーメント YAXA MM , 、部材端 B に作用す
るモーメント YBXB MM , 、軸力 Nとの関係は次式で表現できる。 
 { } { }⎣ ⎦ [ ] ⎣ ⎦NMMMMTMM YBXBYAXA=41 L  (15) 
したがって、部材端の荷重と曲げ変形および抜け出し変形の関係は、次式で表すことが

できる。 

 ⎣ ⎦ [ ][ ] [ ] ⎣ ⎦NMMMMTDK YBXBYAXAYBXBYAXA ΔΔΔΔΔ=ΔΔΔΔΔ −1δττττ  (16) 
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g) 抜け出し変形 
 主筋の荷重とスタブからの抜け出し量の関

係を図 5 のように設定する。本モデルでは、
計算の便宜上、この抜け出しが図 4 に示した
領域①および⑤で生じると仮定する。このた

め、図 5の横軸を領域①あるいは⑤の長さで、
縦軸を主筋の断面積でそれぞれ除したものを

断面 1および 4の主筋の応力度－歪関係とし
て用いる。 

 

 

①抜け出し領域 

⑤抜け出し領域 

②ヒンジ領域 

④ヒンジ領域 

③

断面１ 

断面２ 

断面３ 

断面４ 

図 4 材軸方向の曲率分布の仮定 

抜け出し量 

引張り力
δ 

δ/4 

P1

P2

δ1 δ2 

K3 

図 5 鉄筋の引張力－抜け出し量関係 
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h) せん断変形 
 曲げ変形と抜け出し変形にせん断変形を加える。せん断力とせん断変形の関係は、図 6
のように仮定する。 
 弾性剛性 GAK κ=1  (18) 

 第一折れ点強度（ひび割れ発生） ( )01 σ+⋅= tt ffAQ  (19) 

ここで、 κ ：形状係数、 G：コンクリートのせん断弾性係数、 A：断面積、 tf ：コンク

リートの引張り強度、 0σ ：軸方向応力度。 
ひび割れ発生後は、図 7 のように、トラス機構が形成されてせん断力に抵抗すると仮定

する。変形は、横補強筋は伸びずコンクリートストラットが縮むモードの変形と、コンク

リートストラットは変形せず横補強筋が伸びるモードによる変形との和とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
i) 歪速度効果の導入 
増分解析において、（ｉ）ステップでの断面の曲率および図心の軸方向歪と（ｉ－１）ス

テップでの断面の曲率および軸方向歪の差を、それぞれ曲率増分Δφx、Δφy および軸方

向歪増分Δε0とする。 
これらからファイバー要素の歪増分を求め、それを時間刻みで除したものをその要素の

歪速度 ε&とする。 
コンクリートの圧縮強度、ヤング係数、鉄筋の降伏強度に歪速度効果を取り入れる。歪

速度を考慮した値は、細矢の提案式 3)によって求める。 

 ( ) BsBsBd σεσσ ≥+⋅⋅= 94.0log06.0 &  (20) 
 ( ) CsCsCd EEE ≥+⋅⋅= 98.0log02.0 ε&   (21) 
 ( ) ysysyd σεσσ ≥+⋅⋅= 90.0log05.0 &    (22) 
 ここで、 Bσ ：コンクリートの圧縮強度、 CE ：コンクリートのヤング係数、 yσ ：鉄筋の

降伏強度、 ε&：歪速度（μ/sec）で、添え字”d”と”s”はそれぞれ動的載荷時と静的載荷時を
表す。 
現ステップでの歪はそのままとし、コンクリートの圧縮強度とヤング係数、鉄筋の降伏

Q

γ 

Q1

K1 

Q2

コンクリートストラット

のみが縮むモード 

横補強筋のみが伸び

るモード 
図 6 せん断力－せん断変形関係        図 7 せん断変形のモード 
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強度に上記で求めた値を用いた応力度－歪関係から応力度を求める。 
 
j）不釣合い力の解除 
本解析法では、以下の二つの原因による不釣合い力が発生する。 

① 材料の応力度－歪関係は曲線であるが、計算では接線剛性を用いているため。 
② 歪速度に応じて、材料の応力度－歪関係を変動させるため。 
これらの不釣合い力は、次ステップに進む時に次のように解除する。 

① 接線剛性を用いた増分解析により求めた断面力の増分を（i－1）ステップで求めた断面
力に加えた値を求める。これを { }M1 とする。 

② 増分解析より求めた断面の曲率と図心の歪より断面要素の歪を求める。これに対応す

る応力を、歪速度を考慮した応力度－歪関係から算定し、これを積分して断面力を求

める。これを { }M2 とする。 
③ { } { }MM 12 − が不釣合い力に相当するので、次ステップでこれを各断面に外力として加

える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3) シミュレーション解析 
a) 対象 
 平成 15 年度に行った実験試験体８体の内、曲げ破壊型を想定した６体を解析対象とす
る。試験体は、表 1 および図 9 に示すように試験区間の両端に加力用スタブを持つ縮尺 1/3
の模型である。試験体の断面は 250mm×250mm、主筋は 8-D13 である。2 体を一組とし
て一体に動的加力、もう一体に静的加力を行った。組間の違いは軸力の大きさであり、 
 
 

(ｉ－1)ステップでの M－

φ

(ｉ )ステップでの M－

φ

不 釣 合 い

(ｉ＋1)ステップ計算時用剛性  

(ｉ )ステップ  

(ｉ― 1)ステッ

歪 速 度 変 化

非 線 形

M2

M1

φ 

M 

図 8 不釣り合い力 
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（ D-1、 S-1）と（ D-2、 S-2）にはそれぞれ軸方向応力度が 0.1Fc および 0.3Fc
（Fc=27.2N/mm2）の一定軸力を、（D-4、S-4）には図 10 のような部材角に連動する変動
軸力を加えた。与えた部材角の履歴は図 11 のようなものである。動的載荷波形は、部材
角 0.01rad.までは振動数（2.5Hz）一定で、部材角 0.01rad.以上では速度（0.1rad/sec）一
定とした。この速度は、6 層建物が 150cm/s 程度で振動した状況を想定している。 
 
b) 解析モデルの断面分割および定数 
 断面は、図 1 のように分割した。ただし、図 1 で B=D としている。 
 コンクリートと鉄筋の機械的特性は、実験時の材料試験結果を基に、次のように設定し

た。記号は、図 2、図 3 を参照。 

  かぶりコンクリート 22
0

2 /3/270025.0/30 mmNfmmkNEmmN tCB ==== εσ  
  コアコンクリート 22

0
2 /3/270030.0/33 mmNfmmkNEmmN tCB ==== εσ  

  鉄筋 22 /210/390 mmkNEmmN Sy ==σ  
 主筋の引張り力－抜け出し量関係は、次のように設定した。Fc48 コンクリートに埋め込
んだ D41鉄筋を引張る FEM解析 4)より得られた引張り力－抜け出し量関係を模式化して、

図 5 のような引張り力－抜け出し変形関係が得られている。これを今回の試験体で用いた
Fc30 のコンクリートと D13 鉄筋に用いるために、縦軸を D13 と D41 の周長の比で低減
し、さらに√Fc の比で低減した。図 5 の特性値は以下の通りである。 
 mmkNKmmmmkNPkNP /3.1164.015.012353 32121 ===== δδ  

 

図 9 解析対象試験体 

試験体名 軸力比 水平力

D-1 動的

S-1 静的

D-2 動的

S-2 静的

D-4 動的

S-4 静的

0.1

0.3±0.2

0.3

表 1 解析対象試験体一覧 

図 10 D-4、S-4 の変動軸力        図 11 部材角の履歴 
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c) 載荷方法 
 実験で得られた軸力と水平変位履歴波形をそのまま入力した。動的載荷では、時間刻み

は 0.002sec である。 
 
d) 解析結果と実験結果の比較 
ⅰ) 降伏強度と最大強度 
図 12 に、降伏強度と最大強度の実験値に対する計算値の比を示す。比は 0.945～1.17 の
範囲にあり、解析結果は実験結果と良好に対応している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ⅱ) 水平力－水平変形関係 
水平力－水平変形関係の実験結果と解析結果を比較して図 13～図 18 に示す。 

解析では、部材角が 0.04rad.以降のループ面積が実験より大きめであり、繰返しによる耐
力低下を再現できていない。また、試験体 S-2 を除く５体の解析は途中で終了しているな
ど、大変形時の解析精度には課題が残る。なお、解析が途中で終了したのは不釣合い力の

解除がうまくいかなくなったためであり、破壊を意味しているわけではない。 
一方、0.02rad.までの包絡線や繰返しループ形状は、解析結果と実験結果で良く一致し

ている。 
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解
析
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（
実
験
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方 
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D-4
負 
方 
向 

S-4 
正 
方 
向 

S-4 
負 
方 
向 

図 12 降伏強度と最大強度（実験値と解析値の比較） 
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図 13 試験体 D-1 の荷重－変形関係（解析と実験の比較） 

(a) 解析 

(b) 実験 
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図 14 試験体 S-1 の荷重－変形関係（解析と実験の比較） 

(a) 解析 

(b) 実験 



 201

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

-60 -40 -20 0 20 40 60

せ
ん
断
力
（
k
N
）

部材角（×1/1000rad.）

-200

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

-60 -40 -20 0 20 40 60

せ
ん
断
力
（
k
N
）

部材角（×1/1000rad.）

図 15 試験体 D-2 の荷重－変形関係（解析と実験の比較） 

(a) 解析 

(b) 実験 
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(a) 解析 

(b) 実験 
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図 16 試験体 S-2 の荷重－変形関係（解析と実験の比較） 
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図 17 試験体 D-4 の荷重－変形関係（解析と実験の比較） 

(a) 解析 

(b) 実験 
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図 18 試験体 S-4 の荷重－変形関係（解析と実験の比較） 

(a) 解析 

(b) 実験 
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 ⅲ) 軸力－軸方向変形関係 
 図 19 に、試験体 D-2 の部材角－軸方向変形の関係を示す。 
実験結果では、曲線形状はほぼ左右対称で、部材角が 0.02rad.までは同一振幅の繰返し

による軸方向変形の増減はほとんどないが、部材角が 0.04rad.の繰返し時には軸方向への
縮みが増大し、最終的には破壊に伴って、急激に縮み量が増大する。解析結果は、部材角

0.02rad の繰返しまでは実験結果とほぼ一致しているが、部材角が 0.04rad.の繰返し時に
は、実験ほど軸方向変形が増大していない。 
この結果は、ⅰ)で述べたように、0.02rad.の繰返しまで、水平力－水平変形関係の実験

結果と解析結果が一致していることに対応している。 
 

 
4) 歪速度による部材中の材料強度の上昇 
 標準試験体と位置づけた D-2 の解析結果から、歪速度や強度の増大率を推定する。 
a) 主筋 
 それまでに経験していない部材角に至る変形増加過程における、部材角と主筋の歪速度

および速度効果による主筋降伏強度の増大率を図 20 に示す。歪速度の実験値と解析値は
104～105μ/sec のオーダーである。歪速度は解析と実験で一致しない部分もあるが、降伏
強度は実験も解析も静的強度の 1.15 倍程度で同じである。これは、降伏強度が歪速度の対
数関数であるため、歪速度に比較的鈍感なためと考えられる。 
 
b) コンクリート 
 それまでに経験していない部材角に至る変形増加過程における、部材角とコンクリート

（圧縮縁）の歪速度および速度効果による圧縮強度の増大率を図 21 に示す。歪速度は 103

～104μ/sec のオーダーであり、圧縮強度は静的強度の 1.2～1.25 倍程度となっている。主
筋の歪速度と同じように、圧縮強度が歪速度の対数関数であるため、歪速度の変動ほどは

圧縮強度の変動は大きくない。 
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図 19 試験体 D-2 の軸力－軸方向変形関係（実験と解析の比較） 
     (a) 解析結果                 (b) 実験結果 
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(a) 部材角 0～0.01rad.

(c) 部材角 0～0.04rad.

(b) 部材角 0～0.02rad.

図 21 試験体 D-2 のコンクリートの歪速度と圧縮強度増大率 
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(c) 結論ならびに今後の課題 
鉄筋コンクリート造柱部材の弾塑性解析モデルとして用いられている「ファイバーモデ

ル」の材料構成則に歪速度の影響を取り入れることにより、任意の動的荷重を受ける柱部

材の荷重－変形関係や応力度、歪を計算できる解析モデルを開発し、コンピュータプログ

ラミングした。 
 この解析プログラムを用いて、平成 15 年度に行った、載荷速度と軸力比を実験変数と
した実験のシミュレーション解析を行ったところ、部材角が 0.02rad.の繰返しまで、実験
結果を再現できる解析結果が得られた。それ以上の大変形領域における解析精度の向上は

今後の課題であるが、実業務ではこの範囲の解析ができれば十分であると考えられる。 
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(3) 平成１４～１６年度の成果のまとめ 
 
 1) 平成１４年度：既往の研究に関する文献調査を行った。その結果、柱を対象とする研

究が少ないこと、強度に関する知見はあるが、破壊形式や変形能力に対する歪速度の

影響が不明であること、繰り返し載荷に対応する解析モデルがないことが分かった。

これより、柱を対象とする構造実験を実施して、強度のみならず破壊形式や変形能力

に対する歪速度の影響を把握すること、地震応答時のような繰り返し載荷に対する弾

塑性解析モデルを開発することを目標として定め、平成 15 年度に行う実験計画を立
案した。 

  2) 平成１５年度：鉄筋コンクリート造柱部材に対する実験を実施した。試験体は縮尺
1/2.5 の普通材料を使った柱部材である。シアスパン比が 1.8 の同一形状の試験体６
体を２体ずつ３組に分け、同一組の１体には動的載荷を、もう１体には同じ変位履歴

の静的載荷を行った。組間の違いは軸力の大きさである。また、シアスパン比が 1.2
の同一形状の試験体２体にも、片方に動的載荷、もう片方に静的載荷を行った。動的

載荷の速度は、最大速度が 50cm/s 程度の地震に対する６階建物の応答を想定し設定
した。実験の結果、歪速度効果によって曲げおよびせん断強度は上昇するが、破壊形

式や変形能力は静的載荷時と動的載荷時で変わらないことが分かった。 
  3) 平成１６年度：解析モデルを構築してプログラミングし、これを用いて平成１５年度

の実験結果のシミュレーション解析を行った。解析モデルは、断面の平面保持を仮定

し、コンクリートと鉄筋の応力－歪速度関係に基づいて曲げモーメント－曲率関係を

計算する「ファイバーモデル」を基本とし、せん断変形と主筋の抜け出しに拠る変形

を付加したものである。コンクリートの圧縮強度とヤング率、鉄筋の降伏強度を歪速

度の関数として与え、時々刻々の部材内における歪速度に対応させて材料の応力－歪

関係を変動させる手法を開発した。平成１５年度に実施したシアスパン比 1.8 の試験
体６体の実験をシミュレーション解析したところ、部材角が 0.02rad.までは実験結
果と良好に一致する計算結果が得られた。 
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